
議案第７３号 

令和６年度総社市一般会計補正予算（第３号） 

令和６年度総社市の一般会計補正予算（第３号）は，次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 575,000 千円を追加し， 

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 37,592,000 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 213条第 1項の規定により，

翌年度に繰り越して使用することができる経費は，「第２表 繰越明許

費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の変更は，「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は，「第４表 地方債補正」による。 

令和６年９月２日提出 

  総社市長 片 岡 聡 一 

- 1 -



- 2 -



- 3 -



第２表　繰越明許費

2 1

2

3

3 1

3

6 1

8 1

9 1

2

3

第３表　債務負担行為補正（変更）

3.0%以内（ただし,

利率見直し方式で

借り入れる資金に

ついて，利率の見

直しを行った後に

おいては当該見直

し後の利率）

教 育 費

項

事 項

補 正

起 債 の 方 法 利 率

69,000臨 時 財 政 対 策 債 普　通　貸　借

証　券　発　行

又　は

総 務 費

款

総 務 管 理 費

限 度 額

農 林 業 費

土 木 費

消 防 費

10

第４表　地方債補正（変更）

民 生 費

土 木 管 理 費

消 防 費

小 学 校 費

中 学 校 費

徴 税 費

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

社 会 福 祉 費

生 活 保 護 費

農 業 費

（ 登  録  債 ）

市 民 提 案 型 事 業 補 助

起 債 の 目 的
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期 間

令和6年度から

令和7年度まで

起債の方法 利 率

　　政府資金については，その融資条件に 補 正 前 補 正 前

　より，銀行その他の場合には，その債権 に 同 じ に 同 じ

　者と協定するところによる。

　　なお，市財政の都合により繰上償還を

　行い，若しくは償還年限を短縮し，又は

　低利債に借り換えることができる。

（単位　千円）

電 算 機 器 移 設 事 業

新 庁 舎 用 備 品 購 入 等 事 業

イ ン ト ラ ネ ッ ト 移 設 事 業

新 生 活 交 通 シ ス テ ム 移 設 事 業

事 業 名 金 額

例 規 類 集 デ ー タ ベ ー ス 移 設 事 業

3,938

97,415

90,624

25,893

生 活 保 護 シ ス テ ム 等 移 設 事 業

槙 谷 ダ ム 管 理 機 器 移 設 事 業

道 路 河 川 サ ー バ 構 築 事 業

防 災 関 係 機 器 構 築 等 事 業

教 育 関 係 サ ー バ ・ ネ ッ ト ワ ー ク 機 器 新 設 等 事 業

831

761

500

530

消 費 生 活 セ ン タ ー 機 器 移 設 事 業

滞 納 管 理 シ ス テ ム 移 設 事 業

781

66

165

550

見 守 り 支 援 シ ス テ ム 移 設 事 業

165

174

370,808

10,098

戸 籍 関 係 機 器 等 移 設 事 業

住 基 ネ ッ ト 関 係 機 器 移 設 事 業

（単位　千円）

補 正 前 補 正 後

限 度 額 期 間

　　前 補 正 後

償 還 の 方 法

76,778

限　度　額

（単位　千円）

に 同 じ

4,3004,000

教 育 関 係 サ ー バ ・ ネ ッ ト ワ ー ク 機 器 新 設 等 事 業

償 還 の 方 法

補 正 前

限 度 額

補正前に同じ
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職員手当等 144,000 その他の増減分 144,000

(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

区 分 増減額(千円) 増減事由別内訳 ( 千 円 ) 説 明

補正前 76,000

比 較 144,000

（単位　千円）

職員手当

等の内訳

区 分 退 職 手 当

補正後 220,000

比 較 144,000 144,000

補 正 前 556 2,134,207 1,384,350 3,518,557

補 正 後 556 2,134,207 1,528,350 3,662,557

人 報 酬 給 料 職員手当等 計

給与費明細書

給 与 費 明 細 書

１　一　般　職

(1) 総　括

区 分
職 員 数

給 与 費
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退職手当 144,000千円

備 考

4,187,556

144,000

668,999 4,331,556

668,999

備 考

（単位　千円）

共 済 費 合 計
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債務負担行為

　　債務負担行為で令和7年度以降にわたるものについての令和5年度末までの

　　支出額又は支出額の見込み及び令和6年度以降の支出予定額等に関する調書

令 和 5

の 支 出

期 間

事 項  限　度　額

　市 民 提 案 型 事 業 補 助 4,300
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（単位 千円）

年度末まで

（見込）額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

令 和  6  年 度

4,3006～7 4,300
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地　方　債

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

23,100 21,175

193,101

79,400 73,154

72,600 66,550

552,863 476,300

940,179 830,280

88,700 1,654,601

そ の 他

1,458,507 88,700教 育 債

土 木 債

消 防 債

教 育 債

212,216

土 木 債 357,100 357,100 

311,623 275,636 264,600 264,600 

3,580,037 3,640,941

356,547 468,245 50,000

36,800 29,440

21,552

50,000 

5,961,160 5,884,119 818,500

　　令　　　和　　 ６ 　　年　　　度

818,500

及 び 令 和 6 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

地 方 債 の 令 和 4 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 令 和 5 年 度 末

起 債 見 込 額区 分
令 和 4 年 度

末 現 在 高

令 和 5 年 度
末 現 在 高
見 込 額

1 普 通 債

２ 災 害 復 旧 債

(3)

(4)

民 生 債

総 務 債

農 林 業 債

(5)

(1)

消 防 債

(5)

(1) 農 林 業 債

(2)

(2)

(6)

(3)

(4)

11,350 58,100 58,100 
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（単位　千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

6,050 60,500

1,925 1,925 19,250 19,250

6,050 60,500

19,118 173,983 173,983

7,309 65,845 65,845

19,118

76,563 76,563 399,737 

110,965 110,965 719,315 

7,309

719,315 

399,737 

126,321 1,420,886 1,420,886 

480,445 

3,717,298 

459,400 

280,743 3,717,298 

37,800 480,445 

80,836 80,836 459,400 

126,321

280,743

7,360 22,080 

236 69,214 

7,360

37,800

6,169,323 533,296

22,080 

6,169,323 

中 増 減 見 込 み

元 金 償 還 見 込 額

533,296

令 和 6 年 度 末 現 在 高 見 込 額

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

69,214 236
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地　方　債

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

水 道 企 業 団

出 資 債

地 域 総 合 整 備

貸 付 資 金 債

計

11,685,205 2,435,900

庁 舎 建 設 事 業 債

辺 地 対 策 事 業 債

減 税 補 塡 債

合 併 特 例 債 12,329,530

31,955,803 30,007,193 5,458,200 7,778 5,465,978 

2,435,900 

11,577,553 10,623,337 69,000 7,778 76,778 

44,165 23,831

96,183 88,784

23,824 14,302

976,949 852,824 19,600 19,600 

4,525 3,561

1,735 950 2,115,200 2,115,200 

25,054,464 23,292,794 4,639,700 7,778 4,647,478 

起 債 見 込 額
令 和 4 年 度

末 現 在 高
区 分

　　令　　　和　　　６　　年　　　度
令 和 5 年 度
末 現 在 高
見 込 額

(8)

３ そ の 他 債

(4)

(5)

(2)

臨 時 財 政 対 策 債

(6) 減 収 補 塡 債

(7)

(3)

(1)

- 24 -



（単位　千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

81,385 7,399 7,399 81,385 

124,591 747,833 

7,778 

7,778 32,925,752 2,547,419 32,917,974 2,547,419 

9,522

475

664,145

1,083,659

664,145 13,456,960 13,456,960 

7,778 9,608,678 9,616,456 1,083,659 

11,425 12,406 12,406 11,425 

4,780 9,522 4,780 

961 961 2,600 

124,591

26,037,114 

2,115,675 

2,600 

1,903,158 26,029,336 

747,833 

475 2,115,675 

1,903,158

令 和 6 年 度 末 現 在 高 見 込 額

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

中 増 減 見 込 み

元 金 償 還 見 込 額
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2 総務費 1 (事業名)

2 総務費 1 (事業名)

2 総務費 1 (事業名)

370,808

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

10,000

計 509,534 138,726 370,808

370,808
17 備 品 購 入 費 432,726 138,726 294,000

18
負担金，補助
及 び 交 付 金

10,000

一 般 財 源
特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12 委 託 料 66,808 66,808

(款) (項) 総務管理費 (目) 6

節 予 算 額 収 入 予 定

174

未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額

役 務 費 17411 174

新庁舎用備品購入等事業 （単位　千円）

左 の 財 源 内 訳

174

財産管理費

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

令 和 ６ 年 度

174

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

計 174

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額 一 般 財 源

特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

参 考 資 料

繰　越　予　定　事　業　明　細　書

(款) (項) 総務管理費 (目) 3 情報管理費 電算機器移設事業 （単位　千円）

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

左 の 財 源 内 訳
令 和 ６ 年 度

(款) 一般管理費

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

左 の 財 源 内 訳
令 和 ６ 年 度

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額

例規類集データベース移設事業(項) 総務管理費 (目) 1 （単位　千円）

12 委 託 料 165 165

165

一 般 財 源
特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

165

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

165

計 165

－1－



繰　越　予　定　事　業　明　細　書

2 総務費 1 (事業名)

2 総務費 1 (事業名)

2 総務費 1 (事業名)

761

761

一 般 財 源
特 定 財 源

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

計 761 761

12 委 託 料 761 761

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

令 和 ６ 年 度
節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源

支 出 予 定 額
国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

左 の 財 源 内 訳

(款) (項) （単位　千円）総務管理費 (目) 13 生活安全対策費

831

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

831

計 831 831

一 般 財 源
特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12 委 託 料 831 831

新生活交通システム移設事業 （単位　千円）

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

左 の 財 源 内 訳
令 和 ６ 年 度

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額

10,098

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

(款) (項) 総務管理費 (目) 11 交通対策費

計 10,098 10,098

10,098

消費生活センター機器移設事業

12 委 託 料 10,098 10,098

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額 一 般 財 源

特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

左 の 財 源 内 訳
令 和 ６ 年 度

(款) (項) （単位　千円）総務管理費 (目) 7 企画費 イントラネット移設事業

－2－



繰　越　予　定　事　業　明　細　書

2 総務費 2 (事業名)

2 総務費 3 (事業名)

2 総務費 3 (事業名)

(款) (項) 徴税費 (目) 2 賦課徴収費

一 般 財 源

滞納管理システム移設事業

予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額

地 方 債 そ の 他

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

左 の 財 源 内 訳
令 和 ６ 年 度

節

特 定 財 源 国 県 支 出 金

12 委 託 料 500

計 500 500

500 500

（単位　千円）

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

500

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

計 66 66

6612 委 託 料 66

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額 一 般 財 源

そ の 他

住基ネット関係機器移設事業

66

66

戸籍住民基本台帳費 (目)

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

(款) (項) （単位　千円）

計 781 781

781

781

一 般 財 源
特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12 委 託 料 781 781

戸籍関係機器等移設事業戸籍住民基本台帳費

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

左 の 財 源 内 訳
令 和 ６ 年 度

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額

(款) (項) （単位　千円）1 戸籍住民基本台帳費(目)

令 和 ６ 年 度

1 戸籍住民基本台帳費

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債

左 の 財 源 内 訳

－3－



繰　越　予　定　事　業　明　細　書

3 民生費 1 (事業名)

3 民生費 3 (事業名)

6 農林業費 1 (事業名)

令 和 ６ 年 度

見守り支援システム移設事業 （単位　千円）

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

左 の 財 源 内 訳

530

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

530

計 530 530

一 般 財 源
地 方 債 そ の 他

12 委 託 料 530 530

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

左 の 財 源 内 訳
令 和 ６ 年 度

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額

特 定 財 源 国 県 支 出 金

(款) (項) 社会福祉費 (目) 6 老人福祉費

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額 一 般 財 源

特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

165

12 委 託 料 165 165 165

農地費 槙谷ダム管理機器移設事業 （単位　千円）

一 般 財 源
特 定 財 源 国 県 支 出 金

(目) 1 生活保護総務費 生活保護システム等移設事業 （単位　千円）

計 165 165

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

(款) (項) 生活保護費

地 方 債 そ の 他

550

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

左 の 財 源 内 訳
令 和 ６ 年 度

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

550

550550

計 550 550

(款) (項) 農業費 (目) 5

12 委 託 料
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繰　越　予　定　事　業　明　細　書

8 土木費 1 (事業名)

9 消防費 1 (事業名)

10 教育費 2 (事業名)

72,20012 委 託 料 72,270 72,270

72,200 25,215

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

計 97,415 97,415

一 般 財 源
特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額

11 役 務 費 25,145 25,145

4 災害対策費 防災関係機器構築等事業 （単位　千円）

左 の 財 源 内 訳
令 和 ６ 年 度 翌 年 度 繰 越

（ 予 定 ） 額

90,624

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

予 算 額

計 90,624 90,624

176

左 の 財 源 内 訳

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

節 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額 一 般 財 源

特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,938

(款) (項) （単位　千円）1 学校管理費 教育関係サーバ・ネットワーク機器新設等事業

(款) (項)

3,938

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

計 3,938

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

12 委 託 料 176

一 般 財 源
特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額

17 備 品 購 入 費 3,762 3,762

（単位　千円）(目) 1 土木総務費 道路河川サーバ構築事業土木管理費

左 の 財 源 内 訳

(款) (項)

3,938

12 委 託 料 90,624 90,624

小学校費

90,624

(目)

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

消防費 (目)

25,145

70
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繰　越　予　定　事　業　明　細　書

10 教育費 3 (事業名) 教育関係サーバ・ネットワーク機器新設等事業

25,893

繰 越 の 理 由 新庁舎の移転が令和７年４月以降になり，年度内の完了が困難なため。

計 25,893 25,893

25,893

一 般 財 源
特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12 委 託 料 25,893 25,893

翌 年 度 繰 越
（ 予 定 ） 額

左 の 財 源 内 訳
令 和 ６ 年 度

節 予 算 額 収 入 予 定 未 収 入 予 定 特 定 財 源
支 出 予 定 額

(款) (項) （単位　千円）1 学校管理費中学校費 (目)
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